
教育委員会事務局　平成２８年度　局運営方針
１．主な現状と課題

急激な少子高齢化に伴う社会活力の低下や、グローバル化の進展に伴う国際競
争の激化など、社会が急速に変化するなか、将来を担う子どもたちには、こうし
た変化を乗り越え、未来を切り拓いていく力をはぐくむ教育が求められていま
す。このため、学校教育においては、グローバル化に対応した教育を充実させて
いくとともに、小・中・高等学校間の連携や一貫教育の推進など、新しい時代に
ふさわしい教育を行っていく必要があります。
依然として大きな社会問題となっているいじめや不登校の問題には、全ての教

育活動において規範意識や社会性をはぐくむきめ細かな指導を行い、いじめの未
然防止、早期発見・早期対応のための対策を総合的・効果的に推進していく必要
があります。
また、教育施設の老朽化が進んでいることから、施設の長寿命化を踏まえた、

中長期的な視点に立った計画的な改修・改築に取り組んでいく必要があります。
生涯学習においては、市民一人ひとりが自立する力を高めるための知識や能力

を身に付けられるよう、生涯にわたり学習が継続でき、その成果を適切に生かす
ことのできる社会の実現が求められており、公民館・図書館などの生涯学習施設
の機能を充実させていく必要があります。

（１）教育施設のリフレッシュを推進する必要があります。

市有施設の約半分を占める教育施設のうち、建築後20年以上を経過した学校施
設は約90％、公民館は約82％、図書館は約42％にのぼり、いずれも老朽化が進ん
でいます。
教育施設の老朽化対策については、中長期的な視点に立った改修計画を基に、

施設のリフレッシュ化を図り、安全・安心で快適な環境を確保する必要がありま
す。

市立学校建物経年別棟数（平成27年12月末現在）

全保有棟数

経過年数 校舎 体育館

50年以上 27 1
40～49年 192 38
30～39年 225 80
20～29年 38 24

20年未満 57 13

695棟
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【ALT（外国語指導助手）による授業風景】

（２）グローバル化に対応した教育を推進する必要があります。

グローバル化が進展する社会においては、国境を越えて人々と協働するための
英語等の語学力・コミュニケーション能力、異文化に対する理解、日本人として
のアイデンティティなどを培っていくことが一層重要となってきます。
本市においても、グローバル化に対応する新たな英語教育「グローバル・スタ

ディ科」を全ての市立小・中学校で実施する必要があります。

公民館・図書館経年別館数（平成27年12月末現在）

【公民館（60館）】 【図書館（24館）】
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延べ相談件数：電話相談・面接相談・訪問相談の延べ件数

特別支援学級設置の推移 特別支援教育相談センターでの延べ相談件数

② 特別支援教育の推進

一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育を推進することが必要です。

① 学習状況の継続的・多面的な把握・分析

確かな学力の向上を目指すために、学力と密接な関係にある、望ましい生活習
慣の確立が必要となります。そのため、児童生徒の学習及び生活習慣の状況を継
続的かつ多面的に把握・分析し、教育施策や学校における教育指導の検証改善サ
イクルを確立することが必要です。

（３）教育環境を一層充実させ、「確かな学力」の向上を図る必要があります。

本市の児童生徒は、平成27年度の全国学力・学習状況調査において、これまで
に引き続き、全国や大都市の平均正答率を上回り良好な状況にあります。今後も
調査結果をより一層活用し、児童生徒の「確かな学力」の向上を図るための教育
施策を展開してまいります。また、必要のある小・中学校への特別支援学級の新
増設を積極的に進めていく必要があります。
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③ スクールアシスタントの配置

スクールアシスタントを、市立全小・中学校等に配置するとともに、特別支援

学級設置校、通級指導教室設置校、大規模小・中学校には更に配置を行うなど、

各学校のニーズに応じた支援を実現するようメリハリのある配置をしています。

平成28年度は、新たに特別支援学級を設置する全ての小学校にスクールアシス

タントを更に配置するとともに、特別支援学級に在籍する児童が電車・バス等で移

動する場合の校外学習に引率できるようにし、また、通常の学級に在籍する特別な教育

的支援を必要とする児童生徒への指導・支援の充実を図るなど、各学校の状況に

対応することが必要です。

（４）いじめ・不登校対策を総合的かつ効果的に推進する必要があります。

いじめの問題や不登校は、依然として大きな社会問題になっており、その対応

は教育上の大きな課題となっています。いじめの問題は、いじめ防止対策推進法

及び基本方針に基づき、未然防止、早期発見、早期対応のための対策を、総合的

かつ効果的に推進することが必要です。また、不登校は、その要因や背景が多様

であり、学校のみで解決することが困難な場合が多いという課題があります。そ

のため、不登校の解決には、児童生徒の悩みを積極的に受け止めるスクールカウ

ンセラー等の配置とともに、関係機関と連携調整を図りながら児童生徒を取り巻

く環境の問題に働きかける人材の配置等、更なる支援体制の強化が喫緊の課題と

なっております。

21    22    23     24 25    26   年度 21     22    23      24 25     26  年度
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（５）市立各高等学校の特色を生かした魅力ある学校づくりを推進する必要があ
ります。

平成24年8月に策定した「市立高等学校『特色ある学校づくり』計画」に基づ
き、市民の高等学校教育に対する期待に応えるため、市立各高等学校が、生徒・
保護者のニーズを踏まえた質の高い教育活動を実践し、各校の歴史と伝統を踏ま
え、それぞれの特徴を活かした改革を推進します。

Ｈ１９～

中高一貫教育

Ｈ２５～

進学重視型単位制

○中高一貫教育校として、さらに充実と

発展を目指すとともに、先進的な取組を

他校に普及します。

○県内トップレベルの進学校として、さ

らに進学指導力を向上させ、第一志望

の進路実現を目指します。

○単位制高校として、自ら

学ぶ力を育成します。

○サッカー伝統校の実績と「地域連携

型スポーツ拠点校」の取組を基盤とし

て、グラウンドの人工芝改修を行い、高

校生と地域の住民が共にスポーツに関

われる環境を整えます。

○Ｈ２４年度より土曜授業

を実施し、「進学指導重点校」としての取

組を充実させます。

○Ｈ２６年度より理数科を設置し、科学

技術分野で日本をリードする人材を育成

します。

○情報通信技術（ＩＣＴ）環境を活用した

教育活動を充実させます。

○グローバル化先進校として国際交流

を充実させ、外国語運用能力を育成する

とともに、少人数指導により学力向上に

努めます。また、Ｈ３１年度に中等教育

学校へ改編します。

Ｈ２６～

理数科設置

Ｈ２５～

グローバル化先進校
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国指定史跡「真福寺貝塚」は、大正時代から発掘
調査が行われている、考古学上きわめて著名な遺跡
です。昭和50年に国の史跡に指定され、40年間にわ
たり公有地化を進めてきましたが、現在、風化等に
より地中にあるべき土器片や貝殻が露出しており、
早急に保存措置を講じる必要があります。また、近
年の発掘調査により、指定地内外に「環状盛土遺
構」という新たな価値を有する範囲が判明したた
め、指定地外にも保存すべき場所があり、その保護
を図ることも急務となっています。

現在の真福寺貝塚

そのため、新たに判明した保存すべき場所を開発から守り、その価値を将来に
わたって保護するため、追加指定するとともに、市民が利用できるよう、環境整
備を進めて行きます。

・真福寺貝塚の指定地の拡大

指定地

環状盛土遺構

・環境整備の流れ

基本計画

公有地化
指定地の
拡大

発掘調査等

市民利用
のための
環境整備

設計

発掘調査の様子

（６）国指定史跡「真福寺貝塚」の拡大と市民利用のための環境整備をする必要
があります。
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２．基本方針・区分別主要事業

（１）教育施設のリフレッシュ化を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 28年度 27年度 説明

1 総振学校施設改修等推進事 1,695,469 2,348,938 平成26年度に策定した学校施設リフレッシュ

倍増業 (503,447) (640,302) 基本計画に基づいた大規模改修を実施

創生〔学校施設課〕

2 拡大公民館施設リフレッ 1,265,770 710,308 既存施設を長期にわたって有効に活用するた

総振シュ事業 (38,384) (198,862) め、公民館施設リフレッシュ計画を基に、老

創生〔生涯学習総合センタ 朽化対策を進めるとともに、バリアフリー化

ー〕 や省エネルギー化を図る施設改修を実施

3 拡大図書館施設リフレッ 181,036 4,490 既存施設を長期にわたって有効に活用するた

総振シュ事業 (14,992) (4,490) め、図書館施設リフレッシュ計画を基に、老

創生〔中央図書館管理課〕 朽化対策を進めるとともに、バリアフリー化

や省エネルギー化を図る施設改修を実施

（２）グローバル化に対応した教育を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 28年度 27年度 説明

4 拡大グローバル・スタディ 376,826 183,571 グローバル人材の育成を目標とした「グロー

創生科推進事業 (375,284) (182,722) バル・スタディ科」の全校実施に伴う、外国

〔指導１課〕 語指導助手等の人材の配置や教材等の配付

（３）教育環境を一層充実させ、「確かな学力」の向上を図ります。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 28年度 27年度 説明

5 総振スクールアシスタント 489,071 468,674 スクールアシスタントを全ての市立小・中学

拡大配置事業 (486,672) (466,373) 校等に配置し、一人ひとりの子どもたちの教

〔教職員課〕 育的ニーズに応じて授業の補助や生活支援な

どを実施

グローバル化に対応した教育を推進します。また、児童生徒の「確かな学力」の向上を図

るとともに、いじめ、不登校の問題等には、未然防止と早期発見・早期対応に積極的に取り

組みます。

教育施設の大規模改修及び改築を総合的かつ計画的に進め、リフレッシュ化を図ることに

より、安全・安心で快適な教育環境を確保します。

生涯学習機能の充実を図り、誰もが、生涯にわたって学び、その成果を生かせる環境づく

りを進めます。

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 28年度 27年度 説明

6 拡大県費負担教職員の給与 223,126 0 県費負担教職員の給与負担等の包括的な権限

負担等の権限移譲に係 (223,126) (0) が平成29年度に道府県から指定都市へ移譲さ

る事務 れることに伴い、必要となる教職員人事給与

〔教職員課教職員企画 システムの構築

室〕

7 総振理数教育の充実事業 21,444 23,312 児童生徒の理数に係る問題を主体的に解決す

創生〔指導１課〕 (13,364) (13,444) る力を育成するための教材備品や人材の配置

8 総振特別支援教育推進事業 193,738 188,172 障害のある児童生徒が住み慣れた地域で学ぶ

倍増〔指導２課〕 (184,064) (178,843) ことができるように、特別支援学級の新・増

設等を推進

9 総振小・中一貫教育に係る 2,590 2,808 小・中一貫教育推進事業の一層の充実を図る

創生学力調査事業 (2,590) (2,808) ため、抽出による学力調査を基に、児童生徒

〔教育研究所〕 の学力を把握・分析

10 拡大学習状況調査事業 22,288 19,769 国や市の学習状況調査等を基に、児童生徒の

〔教育研究所〕 (21,397) (18,878) 学力や学習の状況を把握・分析し、教育施策

や学校における教育指導の検証・改善を実施

11 総振教育の情報化推進事業 766,853 747,146 タブレット型コンピュータや無線ＬＡＮをは

拡大〔教育研究所〕 (766,853) (747,146) じめ最新の機器等の研究と整備によるＩＣＴ

を効果的に活用した授業の推進及び特別支援

学級のＩＣＴ環境の段階的整備

12 拡大校務の情報化推進事業 237,917 153,983 校務の情報化を図り、ＩＣＴを活用した教職

〔教育研究所〕 (237,917) (153,983) 員の情報共有によるきめ細かな指導と校務負

担の軽減のため、機器や校務支援システムの

運用、管理及び更新の実施

13 拡大自然の教室推進事業 1,531,315 48,330 全ての子どもたちがより豊かな自然体験活

〔舘岩少年自然の家〕 (382,915) (48,330) 動、集団宿泊活動を等しく体験できるよう、

舘岩少年自然の家の新館増築工事を実施

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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（４）いじめ・不登校対策を総合的かつ効果的に推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 28年度 27年度 説明

14 総振地域に開かれた学校運 900 900 いじめ防止対策推進法の施行、いじめ防止対

営事業 (600) (600) 策推進条例、いじめ防止基本方針を受け、い

〔教職員課〕 じめ問題等の早期解決を図るとともに、裁判

などに係る重要案件について継続的に相談活

動を実施するため、学校支援チームを推進

15 総振心のサポート推進事業 479,393 456,058 いじめ防止対策推進法の施行に伴う取組を実

倍増〔指導２課〕 (388,845) (387,481) 施するとともに、いじめ問題や不登校等を解

消するため、家庭・地域と連携しながら、予

防・アセスメント・支援・ケアといった取組

を段階的・総合的に展開

16 拡大２４時間子どもＳＯＳ 9,687 8,425 いじめ問題に限らず、子どものＳＯＳを24時

窓口（電話相談事業） (6,458) (5,617) 間いつでも受け止められるよう「さいたま市

〔指導２課〕 ２４時間子どもＳＯＳ窓口」を設置し、相談

者が通話料を気にせず相談できるようフリー

ダイヤルによる電話相談を実施

17 総振メディアリテラシー教 1,653 1,653 「携帯・インターネット安全教室」や情報モ

育の推進事業 (1,653) (1,653) ラル学習サイト「スマホナビゲーター」

〔教育研究所〕 （通称「ス学(マナ)ビ」）などによる児童生

徒の情報モラルの育成及び学校非公式サイト

等の監視によるネットトラブルの早期対応

（５）市立各高等学校の特色を生かした魅力ある学校づくりを推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 28年度 27年度 説明

18 総振市立高等学校「特色あ 345,451 48,230 市立高等学校「特色ある学校づくり」計画を

倍増る学校づくり」事業 (82,390) (48,230) 実施し、中高一貫教育の拡充やグラウンド人

創生〔高校教育課〕 工芝改修工事など、市民の期待に応える魅力

　 ある学校づくりを推進

（６）市を代表する重要な文化財「真福寺貝塚」の環境を整備し、将来に継承します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)

№ 区分 事業名 28年度 27年度 説明

19 拡大真福寺貝塚整備事業 46,449 10,079 国指定史跡「真福寺貝塚」の管理と環境整備

総振〔文化財保護課〕 (8,735) (8,083) に向け、公有地化と整備のための準備作業を

実施

〔区分〕 新規 … 新規事業　　拡大 … 拡大事業　　総振 … 総合振興計画後期基本計画実施計画事業
　　　　　倍増 … しあわせ倍増プラン２０１３事業　　成長 … 成長戦略事業　　創生 … まち・ひと・しごと創生総合戦略事業
　　　　　行革 … 行財政改革推進プラン２０１３事業
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３．見直し事業一覧
（単位：千円）

課名 見直し事業名
見直しの理由及び内容

（代替事業等があれば記載）
コスト
削減額

健康教育課
ぎょう虫卵検査の廃
止

学校保健安全法施行規則の一部改正により児童生徒
の健康診断の必須項目から削除されたことにより廃
止する。

△ 9,337

中央図書館
管理課

複写機使用料の縮小
複写機の枚数について、過去の実績を基に見直しを
行い、使用料を縮小する。

△ 720
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